














Special Accounts Processing for the Great East Japan Earthquake  
 


























































































































































































  臨時巨額の損失の繰延経理を認める条件は次のとおりである。 
 イ 資本的損失が当期未処分利益剰余金か当期の処分予定額を控除した金額で填
補しえない額であること 














































































































































































































































（イ）妥当である              68社（17.9％) 
（ロ）特定の場合には認められるべきである 202社（53.0％） 
（ハ）その他                3社（0.8％） 



































































































新井清光著・加古宜士補訂(2003)『新版 財務会計論』第７版 中央経済社 
飯野利夫（1993）『財務会計論』三訂版 同文舘出版 
加古宜士（2006）『財務会計概論』第６版 中央経済社 
神戸大学会計学研究室編（2007） 『第六版 会計学辞典』 同文舘出版 
桜井久勝（2011）『財務会計講義』第12版 中央経済社 
帝国データバンク『第15 回：「東日本大震災関連倒産」の動向調査』（2012年１月４日時点速報） 
醍醐聰編著（2000）『新版 財務会計論ガイダンス』 中央経済社 
武田隆二（1996）『最新財務諸表論』第５版 中央経済社 
寺田誠一（1997）『財務諸表論頻出問題演習』第３版 中央経済社 
中村忠編（1986）『対談 会計基準を学ぶ』 税務経理協会 
沼田嘉穂（1979）『企業会計原則を裁く』 同文舘出版 
森田哲彌・宮本匡章編著（1996）『会計学辞典』第三版 中央経済社 
 
（付記） 「中小企業の会計に関する基本要領」は、平成23年11月に公表された草案
を基に、関係各方面から寄せられたコメントを検討し、所要の修正を経て、
本稿脱稿後平成24年２月１日に確定した。しかし、「臨時巨額の損失」に対
する言及は依然としてないままである。 
 
（2012年１月６日受理） 
 
